
第四章 日本船舶及び船員の確保 

（日本船舶・船員確保基本方針） 

第三十四条 国土交通大臣は、安定的な海上輸送の確保を図るために必要な日本船舶

（船舶法（明治三十二年法律第四十六号）第一条に規定する日本船舶をいう。以下

同じ。）の確保並びにこれに乗り組む船員の育成及び確保（これらに関連して実施

される措置であつて、第三十八条第七項に規定する準日本船舶の確保、これに乗り

組む船員の育成及び確保その他の国土交通省令で定めるものを含む。以下「日本船

舶及び船員の確保」という。）に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため

の基本的な方針（以下この条、次条第三項第一号及び第三十九条第四項において

「日本船舶・船員確保基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 日本船舶・船員確保基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 日本船舶及び船員の確保の意義及び目標に関する事項 

二 日本船舶及び船員の確保のために政府が実施すべき施策に関する基本的な方

針 

三 船舶運航事業者等（日本船舶及び船員の確保を行おうとする船舶運航事業者

その他の者をいう。以下この章において同じ。）が講ずべき措置に関する基本

的な事項 

四 次条第一項に規定する日本船舶・船員確保計画の同条第三項の認定に関する

基本的な事項 

五 前各号に掲げるもののほか、日本船舶及び船員の確保のために必要な事項 

３ 日本船舶・船員確保基本方針は、船舶運航事業者等の競争力の確保を考慮して定

めるものとする。 

４ 国土交通大臣は、情勢の推移により必要が生じたときは、日本船舶・船員確保基

本方針を変更するものとする。 

５ 国土交通大臣は、日本船舶・船員確保基本方針を定め、又はこれを変更しようと

するときは、交通政策審議会の意見を聴くものとする。 

６ 国土交通大臣は、日本船舶・船員確保基本方針を定め、又はこれを変更したとき

は、遅滞なく、これを公表するものとする。 

（日本船舶・船員確保計画） 

第三十五条 船舶運航事業者等は、国土交通省令で定めるところにより、単独で又は

共同で、日本船舶及び船員の確保についての計画（以下「日本船舶・船員確保計

画」という。）を作成して、国土交通大臣の認定を申請することができる。 

２ 日本船舶・船員確保計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 日本船舶及び船員の確保の目標 

二 日本船舶及び船員の確保の内容 

三 計画期間 

四 日本船舶及び船員の確保の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

五 前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で定める事項 



３ 国土交通大臣は、第一項の規定による認定の申請があつた場合において、その日

本船舶・船員確保計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるとき

は、その認定をするものとする。この場合において、第四号（船員職業安定法（昭

和二十三年法律第百三十号）第五十五条第一項に規定する船員派遣事業の許可に係

る部分に限る。）に係る日本船舶・船員確保計画の認定については、交通政策審議

会の意見を聴くものとする。 

一 日本船舶・船員確保基本方針に適合するものであること。 

二 確実かつ効果的に実施されると見込まれるものであること。 

三 計画期間が国土交通省令で定める期間であること。 

四 船員職業安定法第五十五条第一項に規定する船員派遣事業の許可又は同法第

六十条第二項の規定による許可の有効期間の更新を要するものにあつては、当

該事業を実施する者が同法第五十六条各号（同法第六十条第二項の規定による

許可の有効期間の更新を要するものにあつては、同法第五十六条第五号を除

く。）のいずれにも該当せず、かつ、当該事業の内容が同法第五十七条第一項

各号に掲げる基準に適合すること。 

五 第三十七条の二に規定する課税の特例の適用を受けようとするものにあつて

は、当該特例の適用を受けようとする者が対外船舶運航事業（本邦の港と本邦

以外の地域の港との間又は本邦以外の地域の各港間において行う船舶運航事業

をいう。以下同じ。）を営む者であり、かつ、前項第一号に掲げる日本船舶及

び船員の確保の目標として同項第三号に掲げる計画期間における同条に規定す

る日本船舶の隻数の増加の割合が記載されたものであつて、当該割合が国土交

通省令で定める割合以上のものであること。 

４ 前項の認定を受けた船舶運航事業者等（以下「認定事業者」という。）は、当該

認定に係る日本船舶・船員確保計画を変更しようとするときは、国土交通省令で定

めるところにより、国土交通大臣の認定を受けなければならない。 

５ 第三項の規定は、前項の認定について準用する。 

６ 船員職業安定法第百五条（第二号及び第四号を除く。）の規定は、第三項の認定

（第四項の規定による変更の認定を含む。以下同じ。）を受けようとする者のう

ち、当該認定を受けることによつて次条の規定により同法第五十五条第一項の許可

又は同法第六十条第二項の規定による許可の有効期間の更新を受けたものとみなさ

れることとなる者について準用する。 

（船員職業安定法の特例） 

第三十六条 船舶運航事業者等がその日本船舶・船員確保計画について前条第三項の

認定を受けたときは、当該日本船舶・船員確保計画に基づき実施する船員派遣事業

についての船員職業安定法第五十五条第一項の許可若しくは同法第六十条第二項の

規定による許可の有効期間の更新を受け、又は同法第六十一条第一項の規定による

変更の届出をしなければならないものについては、これらの規定により許可若しく

は許可の有効期間の更新を受け、又は変更の届出をしたものとみなす。 



（資金の確保等） 

第三十七条 国は、認定事業者が第三十五条第三項の認定を受けた日本船舶・船員確

保計画（以下「認定日本船舶・船員確保計画」という。）に従つて日本船舶及び船

員の確保を行うために必要な資金の確保その他の措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

（課税の特例） 

第三十七条の二 認定事業者（第三十五条第三項第五号に掲げる基準に適合するもの

として日本船舶・船員確保計画の認定を受けた者に限る。次条第一項において同

じ。）が日本船舶（安定的な海上輸送の確保に資するものとして国土交通省令で定

める大きさ以上の船舶に限る。同条において同じ。）を用いて営む対外船舶運航事

業等（対外船舶運航事業、対外船舶貸渡業（対外船舶運航事業の用に供する船舶の

貸渡し又は運航の委託をする事業をいう。同項、第三十九条第一項及び第二項第三

号並びに第三十九条の六第一項において同じ。）その他これらに関連する事業とし

て国土交通省令で定めるものをいう。）に係る所得については、租税特別措置法

（昭和三十二年法律第二十六号）で定めるところにより、課税の特例の適用がある

ものとする。 

（日本船舶の譲渡等の届出） 

第三十七条の三 認定事業者が、対外船舶運航事業又は対外船舶貸渡業の用に供する

日本船舶について、譲渡、日本の国籍を有する者及び日本の法令により設立された

法人その他の団体以外の者（第四十二条及び第四十四条の二において「外国人等」

という。）への貸渡し又はこれらに類する行為として国土交通省令で定めるものを

しようとするときは、その日の二十日前までに、国土交通省令で定めるところによ

り、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。ただし、貸渡しをしようと

する場合においてその期間が国土交通省令で定める期間未満であるときは、この限

りでない。 

２ 前項の規定による届出をした者は、当該届出に係る日本船舶が第四十四条の二に

規定する国際船舶であるときは、同条の規定による届出をすることを要しない。 

（勧告及び認定の取消し） 

第三十七条の四 国土交通大臣は、認定事業者が正当な理由がなく認定日本船舶・船

員確保計画に従つて日本船舶及び船員の確保を行つておらず、又は行わないおそれ

があると認めるときは、当該認定事業者に対し、必要な措置を講ずべきことを勧告

することができる。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定による勧告を受けた認定事業者が当該勧告に従い必

要な措置を講じなかつたときは、その認定を取り消すことができる。 

（関係者の協力） 

第三十七条の五 国土交通大臣、船舶運航事業者等及びその組織する団体並びに独立

行政法人海技教育機構その他の船員教育機関は、日本船舶及び船員の確保に関し相

互に連携を図りながら協力しなければならない。 



（報告徴収及び立入検査） 

第三十七条の六 国土交通大臣は、この章の規定の施行に必要な限度において、国土

交通省令で定めるところにより、認定事業者に対して、認定日本船舶・船員確保計

画の実施状況について報告をさせ、又はその職員に、認定事業者の事業場若しくは

事務所に立ち入り、認定日本船舶・船員確保計画に係る船舶、施設、帳簿、書類そ

の他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 第三十二条の四十一第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査につ

いて準用する。 

 


